
計画の基本的な考え方と現状に対する基本認識

 

   

 

○高齢化の進展 

 ・東京都の人口総数に占める老年（６５歳以上）人口の割合（高 

  齢化率）は、平成２８（2016）年１月１日現在で２２．４％となって 

  おり、既に超高齢社会に突入している。 

 ・人口推計では、平成３２（2020）年には、高齢化率は２４．０％ 

  に上ることが予想されている。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人口構造 

 ・都の人口予測では、平成３２（2020）年には、４５歳から４９歳ま 

  での人口が約120万人と最も多くなることが予想されている。 

 ・老年（65歳以上）世代に限定すると、７０歳から７４歳までの人 

  口が約８３万人と最も多くなることが予想されている。 

   

   

   

   

現状に対する基本認識 
 

○消費生活相談の状況 

 ・都内の消費生活相談件数は、１２万件台後半で推移している。 

 ・相談件数に占める高齢者（契約当事者が６０歳以上）からの相 

  談の割合は、平成２５（2013）年度から３年連続で３０％を超えて 

  いる。 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○東京都に力を入れてほしい取組 

 ・「都民の消費生活に関する意識調査」（平成２８年３月）では、 

  消費生活問題に対する取組として、東京都に力を入れて欲し 

  いこととして、１位が「悪質事業者の取締りの強化」で４９．１％、 

  ２位が「消費者被害に関する迅速な情報提供の充実」で 

  ４３．１％、３位が「消費者教育・啓発の充実」で３３．３％という 

  結果だった。 

   

   

 

資料１ 

 

○計画の改定にあたって 

 ・都は、都民の消費生活の安定と向上を図るため、昭和５０ 

  （1975）年１０月に、東京都消費生活条例にいち早く消費者 

  の権利の確立を明確に定めるとともに、平成９（1997）年２月 

  に「東京都消費生活基本計画」を策定し、国に先駆けて消 

  費生活行政を総合的に推進してきた。 

 ・その後、平成２０（2008）年８月と平成２５（2013）年３月に基 

  本計画を改定し、計画期間を５年間として取り組んできた。 

 ・国では、平成２１（2009）年９月に消費者庁及び消費者委員 

  会が設置され、消費者行政の一元化が行われた。 

 ・平成２４（2012）年12月に消費者教育の推進に関する法律 

  （以下「消費者教育推進法」という。）が施行され、平成２５ 

  （2013）年６月に閣議決定された「消費者教育の推進に関 

  する基本的方針」を踏まえ、都では、同年８月に「東京都消 

  費者教育推進計画」を策定し、消費者教育を推進してきた。 
 

○計画の性格 

 ・この計画は、東京都の消費生活に関連する施策・事業を、 

  「消費者の視点」に立って、計画的、総合的に推進していく 

  ための基本指針とする。 
   

○計画の位置付け 

 ・本計画は、条例第４３条に基づく基本計画及び消費者教 

  育推進法第１０条に基づく都道府県消費者教育推進計画 

  を合わせた、都における消費者生活に関する総合的・基本 

  的計画として一体的に策定する。  
 

○計画期間 

 ・平成３０年度から平成３４年度までの５年間とする。 

 ・その上で、新たな消費者問題の発生などの状況変化や国 

  の動向を踏まえ、必要がある場合には、この計画に新たな 

  内容を盛り込み、又は見直しを行う。 
 

○計画の実効性の確保 

 ・都は、毎年度当初に、各施策・事業について、具体的な数 

  値を含め、審議会に報告する。 

 ・審議会は、都民にどれだけ役に立ったかという視点から事 

  業実績を確認・評価して、都に対して意見を述べる。 

 ・都は、これらを尊重し、施策・事業に反映する。 

 ・また、必要がある場合は、審議会の意見を聴いた上で、計 

  画の見直しを行う。 

計画の基本的な考え方 
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資料：「東京都男女年齢（５歳階級）別人口の予測」（H25.3)より作成 
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資料：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（平成28年1月）」及び 

    「東京都男女年齢（５歳階級）別人口の予測」（H25.3）より作成 

【消費生活問題に対する取組として、東京都に力を入れて欲しいこと】（複数回答） 

悪質事業者の取締の強化

消費者被害に関する迅速な情報提供
の充実

消費者教育・啓発の充実

消費生活相談窓口の更なる周知

製品・サービスの事故情報、
リコール情報などの提供の充実

消費生活相談体制の充実

製品・サービスの安全確保に向けた
対策の充実

その他
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出典：東京都生活文化局「都民の消費生活に関する意識調査」（H28.3） 

資料５ 
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資料：消費生活相談年報により作成 

    平成27年度については平成28年4月30日現在のPIO-NET登録データによる集計値 


